
持続可能な運送サービスの提供の確保に資する取組を推進するための
地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正する法律（令和2年11月27日施行）

○地方公共団体による「地域公共交通計画」（マスタープラン）の作成
・地方公共団体による地域公共交通計画（マスタープラン）の作成を努力義務化
⇒国が予算・ノウハウ面の支援を行うことで、地域における取組を更に促進（作成経費を補助 ※予算関連）
・従来の公共交通サービスに加え、地域の多様な輸送資源（自家用有償旅客運送、
福祉輸送、スクールバス等）も計画に位置付け
⇒バス・タクシー等の公共交通機関をフル活用した上で、地域の移動ニーズにきめ細やかに対応
（情報基盤の整備・活用やキャッシュレス化の推進にも配慮）

・定量的な目標（利用者数、収支等）の設定、毎年度の評価等
⇒データに基づくPDCAを強化

地域が自らデザインする地域の交通 【地域公共交通活性化再生法・道路運送法】

○地域における協議の促進
・乗合バスの新規参入等の申請があった場合、国が地方公共団体に通知
・通知を受けた地方公共団体は、新規参入等で想定される地域公共交通利便増進実施
計画への影響等も踏まえ、地域の協議会で議論し、 国に意見を提出

まちづくりと連携した
地域公共交通ネットワークの形成の促進

（市町村又は都道府県（市町村と共同）が作成）

メニューの充実やPDCAの強化により、

持続可能な旅客運送サービスの提供の確保

（市町村又は都道府県（市町村と共同）が作成）

地域の移動ニーズにきめ細かく対応できるメニューの充実 【地域公共交通活性化再生法・道路運送法】

輸送資源の総動員による移動手段の確保

○【現状】地方都市のバス路線では、不便な路線・ダ
イヤや画一的な運賃が見直されにくく、利便性向上
や運行の効率化に支障
また、独占禁止法のカルテル規制に抵触するおそれ
から、ダイヤ、運賃等の調整は困難

○【改正案】「地域公共交通利便増進事業」を創設
⇒路線の効率化のほか、「等間隔運行」や「定額制
乗り放題運賃」「乗継ぎ割引運賃（通し運賃）」等
のサービス改善を促進
併せて、独占禁止法特例法により、乗合バス事
業者間等の共同経営について、カルテル規制を
適用除外する特例を創設

MaaSの円滑な普及促進に向けた措置

自家用有償旅客運送の実施の円滑化地域に最適な旅客運送サービスの継続 貨客混載に係る
手続の円滑化

交通インフラに対する支援の充実
【地域公共交通活性化再生法・物流総合効率化法】

○過疎地等で市町村等が行う自家
用有償旅客運送について、バス・
タクシー事業者が運行管理、車両
整備管理で協力する制度を創設
⇒運送の安全性を向上させつつ、
実施を円滑化

○地域住民のみならず観光客を含
む来訪者も対象として明確化
⇒インバウンドを含む観光ニーズ
へも対応

○鉄道や乗合バス等における
貨客混載を行う「貨客運送
効率化事業」を創設
⇒旅客・貨物運送サービス
の生産性向上を促進

○路線バス等の維持が困難と見込まれ
る段階で、地方公共団体が、関係者と
協議してサービス継続のための実施
方針を策定し、公募により新たなサー
ビス提供事業者等を選定する「地域旅
客運送サービス継続事業」を創設

貨客混載

⇒従前の路線バス等に代わり、地域の
実情に応じて右の①～⑥のいずれ
かによる旅客運送サービスの継続
を実現

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構による資金の貸付制
度の対象として、LRT・BRT等のほか、以下の交通インフ
ラの整備を追加 （※予算関連）
・地域公共交通活性化再生法に基づく認定を受けた
鉄道の整備
⇒交通ネットワークを充実
・物流総合効率化法に基づく認定を受けた物流拠点
（トラックターミナル等）の整備
⇒複数の事業者の連携による物流効率化を促進

物流拠点鉄道インフラ

複数交通機関の
一括フリーパスの提供

既存の公共交通サービスの改善の徹底

定額制乗り放題運賃

デマンド交通（タクシー車両による乗合運送
（区域運行））による継続

実施方針に定めるメニュー例

福祉輸送、スクールバス、病院、商業施設
等への送迎サービス等の積極的活用

①

コミュニティバスによる継続

タクシー（乗用事業）による継続

乗合バス事業者など他の交通事業者による
継続（縮小・変更含む）

自家用有償旅客運送による継続

①

②

③

④

⑤

⑥

利用者目線による路線の改善、運賃の設定

だんご状態
のダイヤ

B事業者

A/B事業者

A事業者

等間隔で
利用しやすく

14:00 14:30 15:00

等間隔運行

14:00 14:30 15:00

何回乗っても
最大300円
・ ・ ・など

○MaaSに参加する交通事業者等が
策定する新モビリティサービス事
業計画の認定制度を創設
⇒交通事業者の運賃設定に係る
手続をワンストップ化

○MaaSのための協議会制度を創設
⇒参加する幅広い関係者の協
議・連携を促進

地域公共交通網形成計画の
策定状況

まちづくりと連携した
地域公共交通

ネットワークの形成

地域における
輸送資源の総動員

地域公共交通網形成計画（H26改正）

地域公共交通計画（今回改正後）

A＋B＋C
＝300円／日

現行の目標（2020年度末500件）は達成

MaaSの事例（伊豆地域）

※MaaS：Mobility as a Service

バス

A B

バス
C

鉄道

（件）

-3-



地域公共交通計画の策定に関するポイント①

１．地域公共交通計画策定の意義
・活性化再生法第４条において、「都道府県は各市区町村を超えた広域的見地から市町村と密接な連携を図り、活性化・再生に取り組む」、
「市町村は主体的に地域公共交通の活性化・再生に取り組むように努めなければならない」と明示され、地方公共団による地域公共交通
への積極的な関与が法律の面からも求められている。

地域公共交通計画
（令和2年～）

網形成計画
（平成26年～）

連携計画
（平成19年～）

計画の対象

・ ネットワークの確保・充実に加え、ダイヤや
運賃などの面からもサービスを総合的に捉え
改善や充実に取り組む

・ 地域の輸送資源を総動員する具体策を盛り込
むことができる

・ バス路線などの専ら公共交通のネット
ワークの確保・充実（主に路線の再編
や新規整備）を対象とする

・ バス交通などの活性化・再生を目的
としており、特定の交通機関に特化
した計画の作成も可能

位置づけ

・ 地方公共団体による作成を法的に努力義務化
・ 基本的に全ての地方公共団体において計画の

作成や実施に取り組む

・ 地方公共団体による作成が可能 ・ 市町村による作成が可能（ただし、
複数市町村での作成も可能）

実効性確保

・ 定量的な目標の設定や毎年度の評価などの仕
組みを制度化

・ 定量的なデータに基づくPDCAの取組を強化

・ 可能な限り具体的な数値指標を明示
・ 原則として計画期間の終了時・計画の

見直し時に達成状況を評価

・ 可能な限り具体的かつ明確な目標を
設定

２．地域公共交通計画と従来の計画の違い

・改正法の施行前に策定された網形成計画は、改正法施行後は地域公共交通計画とみなされるため、網形成計画を地域公共交通計画に転換
するための手続き等は必要ない。

・網形成計画を策定済みの自治体は、次回の計画見直しのタイミング等で、地域公共交通計画の記載事項を満たしているか確認が必要。
・一方で、計画策定済みの自治体が新たに利便増進事業等を実施しようとする場合は、当該事業の位置づけを明確にした地域公共交通計画
への見直しが必要となる。

４．従前の網形成計画の取り扱い

３．地域公共交通計画と運行費補助の連動化
・改正法の施行に伴い、地域公共交通計画の作成が『地域公共交通確保維持事業』による補助要件として定められることとなった。
このため、今後、補助が必要な路線（幹線・フィーダー）については、補助の必要性や有効性、定量的な目標も含めて地域公共交通計画
の中に位置づけることが必要となった。

・令和２年１１月の法改正により、地域公共交通計画の作成が努力義務化されたほか、計画対象としてバス・タクシーなどの公共交通を中
心に地域の輸送資源を総動員する計画とすることが可能となった。また、定量的な目標設定や毎年度の評価等によりPDCAを実施すること
が位置づけられた。
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地域公共交通計画の策定に関するポイント②

５．地域公共交通計画の記載事項（法第５条）
活性化再生法で定められている記載事項は以下のとおり。なお、計画策定にあたっては、基本方針への留意も必要となる。

記載事項 概要

①基本的な方針
計画が目指すべき将来像と、その中で公共交通が目指すべき役割を明確化し、取組の方
向性を定める。また、まちづくり、観光振興等の様々な分野との連携を整理する。

②計画の区域 当該地域の交通圏の範囲を基に計画の区域を設定する。

③計画の目標 可能な①の基本的な方針に即して目標を設定する。

④事業・実施主体
目標達成のために提供されるべき地域旅客運送サービスの全体像・具体的なサービス水
準を定める。併せて、その実現に必要な事業・実施主体を整理する。

⑤計画の達成状況の評価 達成状況の評価計画と評価を踏まえた見直し方針を立てる。

⑥計画期間 原則5年程度であるが、地域の実情に合わせて設定する。

⑦その他 その他、基本方針に基づき記載すべき事項があれば記載する。

記載に努める事項

① 計画に定められた目標を達成するために行う事業に必要な資金の確保に関する事項

② 都市機能の増進に必要な施設の立地の適正化に関する施策との連携に関する事項

③ 観光の振興に関する施策との連携に関する事項

④ ①～③のほか、地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に際し配慮すべき事項
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地域公共交通計画の策定に関するポイント③

法定の記載事項 留 意 点

①基本的な方針
【法§５②Ⅰ】
【基本方針二1(1)】

地域が目指すべき将来像とともに、その中で公共交通が果たすべき役割を明確化した上で、
公共交通の活性化及び再生に向けた取組の方向性を記載。
・地域が目指すべき将来像
・公共交通が果たすべき役割
・公共交通の活性化及び再生に向けた取組の方向性
・まちづくり、観光振興等の地域戦略との一体性の確保
・地域全体を見渡した地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保
・地域特性に応じた多様な交通サービスの組合せ
・住民の協力を含む関係者の連携

【基本方針二1(1)①～④】

※これらの項目については、地域公共交通計画の記載事項である「基本的な方針」の中に必ず
設ける必要があるということではなく、「基本的な方針」「目標」「事業・実施主体」を
はじめとした計画の内容やその検討プロセスにおいてこうした点に十分に留意がなされて
いることが必要。

②計画の区域
【法§５②Ⅱ】
【基本方針二1(2)】

住民の通勤、通学、買物といった日常生活に関して形成される交通圏を基本とし、個別・局所
的にならないよう留意。

交通圏の範囲が複数の市町村にまたがる場合は、関係市町村や都道府県が連携して、当該地域
にとって最適な地域旅客運送サービスの持続可能な提供を確保するよう取り組むことが重要。

市町村の行政区域中に複数の交通圏が存在する場合には、単独で又は他の地方公共団体と共同
して、複数の地域公共交通計画の作成が可能。
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地域公共交通計画の策定に関するポイント④

法定の記載事項 留 意 点

③計画の目標
【法§５②Ⅲ】
【基本方針二1(3)】

可能な限り具体的かつ明確な目標を設定する必要がある。
※目標（定量的な記載）

地域が自らの目指す方向性を具体的な数値目標として明示することが重要。
※数値指標（定量的に設定）及び選定した理由
※目標値・具体の数値・年次、及び選定した理由

特に、地域公共交通の利用者数や収支状況、当該地域公共交通に投じられる公的負担額など事業
の効率性に関する指標について、定量的に設定するよう努めるものとする。

地域が目指す将来像の実現に貢献するアウトカムに係る目標についても、可能な限り定量的に
設定することが望ましい。

地域公共交通がもたらすクロスセクター効果に着目した目標を設定することが望ましい。

地域旅客運送サービスについての利用者の数及び収支その他の国土交通省令で定める定量的な
目標を定めるよう努めるものとする。【法§５④】

④事業・実施主体
【法§５②Ⅳ】
【基本方針二1(4)】

計画区域における地域公共交通を一体的に計画の対象とした上で、目標達成のために提供される
べき地域旅客運送サービスの全体像を明記することが重要。

サービスの実現のために必要な事業・実施主体を整理して記載。

既存路線の維持といった継続的な取組や、民間事業者による取組を記載するほか、公共交通サー
ビス以外のスクールバスや福祉輸送、病院・商業施設等の送迎サービスなどの地域の輸送資源を
総動員する取組も含め、目標達成のために必要となる事業を網羅的に記載。

事業については、可能な限り具体的かつ明確に記載。（施策・事業名、事業の概要、主なエリア、
実施主体、実施時期等）
なお、当面事業の実施の見込みがない場合にあっては、検討の方向性を記載。

地域公共交通特定事業に関する事項を定めることが可能。【法§５⑤】
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地域公共交通計画の策定に関するポイント⑤

⑤達成状況の評価
【法§５②Ⅴ】
【基本方針二1(5)】

達成状況の評価時期は原則として、毎年度、計画に定められた施策の実施状況に関する調査、
分析及び評価を行うこととする。

毎年度の定期的なフォローアップに加え、計画に位置づけられた各種事業の実施状況を適切に
管理することも重要。（その際、基本方針六に定める事項に留意）
※基本方針六に定める事項
・数値目標の達成状況だけではなく、各種事業の実施状況の把握・評価が重要
・達成状況の評価は、原則として、毎年度、地域公共交通計画に定められた施策の実施状況に
関する調査、分析及び評価を行うこととする。

⑥計画期間
【法§５②Ⅵ】
【基本方針二1(6)】

原則5年程度（ただし、計画目標や地域の実情等を踏まえ、柔軟な設定も可能）。

中長期的に地域が目指すべき将来像も念頭におきつつ作成することが適当。

計画期間中又は計画期間終了時における計画見直しの手順等についても明示することが望ましい。

法定の記載事項 留 意 点

可能な限り記載することが望ましい事項

１）資金の確保に関する事項【法§５③Ⅰ】
２）都市機能の増進に必要な施設の立地の適正化に関する施策との連携に関する事項【法§５③Ⅱ】
３）観光の振興に関する施策との連携に関する事項【法§５③Ⅲ】
４）地域旅客サービスの持続可能な提供の確保に際し配慮すべき事項【法§５③Ⅳ】

⑦その他、地域公共交通計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事項【法§５②Ⅶ】
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地域公共交通計画の策定に関するポイント⑥

その他の留意点

都市計画等との調和
が保たれているか
【法§5⑥】
【基本方針二2】

地域公共交通は、まちづくり、観光振興、健康、福祉、環境など様々な分野と密接な関係を
有する。
立地適正化計画、観光圏整備計画、地方公共団体実行計画など、他の分野の計画が作成されて
いる場合には、地域公共交通計画にその旨を明示し、これらの計画との連携を図るべき旨を
共有し、取組を行うことが望ましい。
都市計画、市町村都市計画マスタープラン、中心市街地活性化基本計画、バリアフリー基本
構想、港湾計画との調和を確保しなければならないことに留意。
特に、立地適正化計画と地域公共交通計画の連動・整合が重要。

関係者との協議がな
されたものであるか
【法§５⑩】

法定協議会が組織されている場合は法定協議会における協議がなされていること。
法定協議会が組織されていない場合には
・関係する公共交通事業者等
・関係する道路管理者
・関係する港湾管理者
・その他地域公共交通計画に定めようとする事業を実施すると見込まれる者
・関係する公安委員会
と協議がなされていること。

住民、地域公共交通
の利用者その他利害
関係者の意見を反映
させるための措置が
講じられているか
【法§5⑦】

パブリックコメントや住民説明会の実施により意見を収集し、意見を反映させるための取組を
行う必要がある。
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地域公共交通計画の策定に関するポイント⑦

６．地域公共交通計画の構成

地域公共交通計画に基本的な方針や目標等を定めるためには、それに至る現状分析や問題点・課題の整理を体系的に行
い、基本的な方針や目標設定の根拠を明確化しておく必要がある。
また、計画書のうち「地域旅客運送サービスの現状等」に関する資料が大部にわたる場合には、読みやすさの観点から
概要のみを記載し、詳細な内容については「資料編」のような形で後段に回すことも考えられる。

【地域公共交通計画の構成例】
はじめに
・計画作成の趣旨及び位置付け
・計画の区域
・計画の期間
１．地域の現状等
・地勢・地理
・社会状況・経済状況
２．上位・関連計画の整理
・総合計画
・都市計画マスタープラン
・立地適正化計画
・観光圏整備計画
・その他の関連計画
３．地域旅客運送サービスの現状等
・地域旅客運送サービスの整備状況
・地域旅客運送サービスの利用状況、利用者の意向等

４．地域旅客運送サービスの役割と課題整理
・地域旅客運送サービスの役割
・地域旅客運送サービスの課題整理
５．基本的な方針
６．計画の目標
７．目標達成のための施策・事業、資金調達計画
８．計画の達成状況の評価

参考資料
・法定協議会の構成員・開催状況
・地域の現状、地域旅客運送サービスの現状等の
詳細整理結果の紹介
・目標・数値指標・目標値設定の根拠 等
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地域公共交通計画の策定に関するポイント⑧

対象区域の設定

【全体の流れ】 【計画の検討手順】

法定協議会の構成員の選定

法定協議会の設置

現状や課題の共有化

地域公共交通計画の検討

地域公共交通計画の策定
主務大臣への送付

事業の実施

計画の達成状況の評価

必要に応じて、計画を見直し

地域公共交通の現状・問題点、課題の整理

地域公共交通計画の基本方針・目標の検討

目標の実現のための施策の検討
（地域公共交通特定事業の活用についても検討）

計画案の作成

住民利用者等の意見の反映
（パブリックコメント等）

協議会の了承

地域公共交通特定事業
を活用する場合

地域公共交通特定事業
を活用しない場合

地域公共交通特定事業
の実施計画の策定・国土
交通大臣への認定申請

地域公共交通の現
状・問題点や課題に
対応して、対象区域
や構成員を選定する
必要があります。

既に法定協議会が
設置されている場
合はこれらの手続き
は不要です。ただし、
課題に応じて区域
や構成員は見直し
てください。

地域の現状、公共交通の
概況、移動特性、ニーズ

等の把握

上位・関連計画、他部局
の施策・予算等について

整理

既存の網形成計画・連携
計画等の評価

地域公共交通活性化・再
生の促進に関する基本方
針の記載内容確認

７．地域公共交通計画の作成プロセス
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地域公共交通計画の策定に関するポイント⑨

計画策定の時期を３月（年度末）とする地域が多いが特に制約はない。
１年間で計画策定をしようとする地域もあるが、余裕を持ったスケジュール管理のもとで進めることが重要
（事例では2年間かけて策定することを想定）

作業項目
N-2年度 N-1年度 N年度

夏 秋 冬 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月
地域関係者へのヒアリング

仮説設定と調査事項検討

予算要求

補助事業活用の相談・要望

法定協議会の立ち上げ

業務発注

現状整理・上位関連計画の整理

ニーズ把握

問題点・課題の検討

目標の実現のための施策の検討

計画案の作成

住民利用者等の意見の反映(パブコメ等)
計画の決定・国への送付

法定協議会の開催 ① ② ③ ④

N年度予算要求(初年度実施分)

コンサル等相談

※計画作成年度を「N年度」とした場合

８．地域公共交通計画の作成スケジュール例
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地域公共交通計画等策定状況について

茨城県 水戸市 ● ● 栃木県 真岡市 ● ● 埼玉県 熊谷市 ●

日立市 ● ● ● 大田原市 ● ● 春日部市 ● ●

下妻市 ● ● 鹿沼市 ● 上尾市 ● ● 多摩市 ●

常陸太田市 ● ● ● 宇都宮市・芳賀町 ● ● 越谷市 ● 武蔵野市 ●

かすみがうら市 ● ● 塩谷町 ● 入間市 ● 小　計 3 0

神栖市 ● 益子町 ● 草加市 ●

行方市 ● 那須町 ● 三郷市 ● 神奈川県 藤沢市 ● ●

牛久市 ● ● 茂木町 ● 飯能市 ● 海老名市 ● ●

稲敷市 ● 那須塩原市 ● ● 深谷市 ● ● 大和市 ● ●

土浦市 ● ● さくら市 ● 上里町 ● 伊勢原市 ● ●

龍ケ崎市 ● ● 栃木市 ● ときがわ町 ● 平塚市 ●

潮来市 ● 佐野市 ● 小川町 ● ● 川崎市 ●

つくば市 ● ● 日光市 ● 鳩山町 ● ● 厚木市 ●

鹿嶋市 ● 矢板市 ● 吉見町 ● 真鶴町 ●

桜川市 ● 下野市 ● ● 寄居町 ● ● 湯河原町 ●

筑西市 ● 市貝町 ● 川島町 ● 小　計 9 0

高萩市 ● 上三川町 ● 東秩父村 ● ●

ひたちなか市 ● 小　計 17 2 山梨県 甲州市 ●

常陸大宮市 ● 北杜市 ●

つくばみらい市 ● ● 小　計 18 0 千葉県 東金市 ● 上野原市 ● ●

守谷市 ● ● 鴨川市 ● 甲府市 ● ●

古河市 ● ● 群馬県 太田市 ● ● 君津市 ● 小　計 4 0

石岡市 ● ● 前橋市 ● ● 八街市 ● ●

坂東市 ● ● 富岡市 ● ● 南房総市 ●

鉾田市 ● 渋川市 ● 佐倉市 ● ●

常総市 ● 小　計 4 0 大網白里市 ●

五霞町 ● 白井市 ●

城里町 ● ● 旭市 ●

大子町 ● 木更津市 ●

東海村 ● ● 富津市 ●

小　計 30 2 市原市 ● ●

柏市 ● ●

山武市 ●

香取市 ●

館山市 ●

匝瑳市 ●

長南町 ●

大多喜町 ●

小　計 19 1

関東運輸局管内合計 104 5

那須塩原市、大田原
市、那須町、那珂川
町

●

交通
計画

利便増
進計画

東京都 東京都・中央区・
港区・江東区

●

立適
計画

交通
計画

利便増
進計画

立適
計画

交通
計画

利便増
進計画

立適
計画

交通
計画

利便増
進計画

立適
計画

交通
計画

利便増
進計画

令和３年４月末日現在（立地適正化計画は12月末日時点）

※交通計画＝ 地域公共交通活性化再生法に基づく「地域公共交通計画（旧：地域公共交通網形成計画）」を

策定し国土交通大臣あて送付した自治体を示す

※利便増進計画＝ 交通計画に定められた地域公共交通利便増進事業の実施計画「地域公共交通利便増進実施

計画（旧：地域公共交通再編実施計画）」を策定し国土交通大臣の認定を受けた自治体を示す

※立適計画＝ 都市再生特別措置法に基づき、各自治体中心となり作成する「立地適正化計画」を策定した自

治体を示す
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地域公共交通計画等策定状況について（関東運輸局管内）

地域公共交通計画（網形成計画）策定済み
関東管内１０４自治体

調査事業（R2、R3）を活用して計画を策定中
関東管内２０自治体

令和３年４月末時点
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地域公共交通活性化再生法の計画制度と補助制度（見直しの方向性）①

支線作成主体：都道府県又は市町村 作成主体：市町村

＜例：鳥取県西部地域（地域公共交通網形成計画）＞

＜例：八戸市（地域公共交通網形成計画）＞

・幹線を位置付ける場合、計画の作成主体は以下の３パターンを想定。
幹線沿線の単独市町村が個々に計画作成

（※当該幹線沿線の全ての市町村で計画を作成する必要あり）
幹線沿線の複数市町村が共同して計画作成
都道府県による広域（都道府県全域又はブロックごと）での計画作成

・地域の公共交通における幹線の位置づけ等を地域公共交通計画に記載。
（下記例のように、補助系統毎ではなく概ねの位置づけが示されていればよい。）

・フィーダーを位置づける場合、市町村が計画作成することを想定。
・地域の公共交通におけるフィーダーの位置づけ等を地域公共交通計画に記載。
（フィーダーの位置づけについては、下記の例のように、少なくとも路線単位で位置関
係がわかるように明示すること。）

・現行の補助制度は、法定計画（地域公共交通計画）の作成を補助要件としておらず、別途、要綱に基づく補助計画を作成することと
している。乗合バス等への補助を法定計画と連動化することで、公的負担による確保維持が真に必要な路線等に対し、効果的・効率的
な補助を実施。

・幹線補助は、幹線沿線の市町村（単独・複数）が作成する地域公共交通計画又は、都道府県が作成する広域的な地域公共交通
計画に位置付けることを想定。フィーダー補助は、主に市町村単位で作成される地域公共交通計画に位置付けることを想定。また、これ
らの計画を作成する際には、都道府県・市町村のいずれも参加している法定協議会において協議がなされることが必要。

幹線

市の地域公共交通における支線の位置
づけを明示している。

県内の地域公共交通における幹
線の位置づけを明示している。 -15-



地域公共交通活性化再生法の計画制度と補助制度（見直しの方向性）②

○ 特に幹線補助については、関係自治体が多くなるため、地域の実情に応じて、様々な策定主体のパターンが想定される。
○ 例えば、①２～３程度の市町村を跨いでいる幹線系統については単独市町村が個々に計画策定、②４以上の市町村を
跨いでいる幹線系統については複数市町村が共同して計画策定（中核的な市が主導）、③複数の幹線系統が県内全域
に存在する都道府県については都道府県が全域又はブロックごとに計画策定をするなど、その地域の特色に応じて策定主体
を考える必要がある。

幹線補助に係る計画策定主体の考え方の例

①２～３程度の市町村を跨いでいる幹線系統
例）茨城県常陸太田市・日立市（馬場八幡前~大甕駅前線）

⇒単独市町村が個々に計画策定

② ４以上の市町村を跨いでいる幹線
例）大分県大分市、別府市、日出町、杵築市、国東市（国大線）

⇒複数市町村が共同して計画策定（中核的な市が主導）

国東市

杵築市

日出町

別府市
大分市

③ 複数の幹線系統が県内全域に存在する都道府県
例）茨城県、栃木県、佐賀県など

⇒ 都道府県による全域又はブロックごとでの計画策定

常陸太田市

日立市

ひじまち きつきし くにさきし
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地域公共交通活性化再生法の計画制度と補助制度（見直しの方向性）③

〇 幹線補助又はフィーダー補助を地域公共交通計画に位置付ける場合、
・地域公共交通計画本体には、補助系統の地域の公共交通における位置付けや地域公共交通確保維持事業の必
要性など、マスタープランの内容とすべき事項を記載するとともに、

・これまで補助計画に位置付けられてきた補助系統等に関する事項の詳細については、原則として、地域公共交通計
画の「別紙」として位置づけることとする。

○ 別紙について、地域公共交通計画の一部として、法定協議会における協議の手続等を経るものとする。

・地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性
・地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果

・目標を達成するために行う事業及び実施主体

・地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運
行系統の概要及び運行予定者

・地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者
及びその負担額

・補助を受けようとする手続に係る利用状況等の継続的な測定
手法

・地域公共交通確保維持事業の生産性を向上させる取組
・車両の取得や貨客混載の導入等に関する事項
・その他、詳細な事項

・地域公共交通確保維持事業の内容及び実施主体に関する詳細
・補助系統の概要及び運送予定者
・補助系統に関する定量的な目標・効果及びその評価手法・測定方法
・地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者、負担額
・地域公共交通確保維持事業の生産性を向上させる取組（幹線系統のみ）

・車両の取得や貨客混載の導入等に関する事項
・その他、詳細な事項

・地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統
（補助系統）の地域の公共交通における位置づけ・役割

・上記の位置付け等を踏まえた地域公共交通確保維持事業の必要性
・補助系統に係る事業及び実施主体の概要
・地域公共交通計画全体の定量的な目標・効果とその評価手法※

（※令和２年活性化再生法改正により義務付け）

①地域公共交通計画に位置付ける事項

②地域公共交通計画の別紙として提出する事項（毎年度提出）

生活交通確保維持改善計画の記載事項

これまでの補助制度 地域公共交通計画と連動した補助制度
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地域公共交通活性化再生法の計画制度と補助制度（見直しの方向性）④

地域公共交通計画（全体）

①基本的な方針：
地域が目指すべき将来像とともに、その中で公共交通が果たすべき役
割を明確化した上で、取組の方向性を記載

③目標：
定量的な目標（利用者数、収支、行政負担額等）を設定し、データ
に基づくPDCAを強化
④目標を達成するために行う事業及びその実施主体：
地域における公共交通サービスの全体像を明記し、それぞれの交通
モードや路線等ごとの事業・実施主体を具体的に記載
⑤達成状況の評価：
事業実施後、設定した具体的な目標を基に、各種事業の実施状況
を適切に管理（PDCA）できるよう、評価手法を設定

各計画事項における補助関連の記載内容

②区域：
住民の通勤、通学、買い物といった日常生活に関して形成される交通
圏を基本として設定

・地域公共交通確保維持事業の内容及び実施主体に関する詳細 ・補助系統の概要及び運送予定者
・定量的な目標・効果及びその評価手法・測定方法 ・地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者、負担額
・地域公共交通確保維持事業の生産性を向上させる取組（幹線系統） ・車両の取得や貨客混載の導入等に関する事項
・その他、詳細な事項

⇒別紙には、補助系統等に関する詳細な事項を記載し、毎年度の認定申請の際に提出。

別紙における記載事項（補助申請時に毎年度提出）

補助事業の認定申請については、地域公共交通計画において、補助系統の地域の公共交通における位置付け、補助事業の必要性
等について設定する必要がある。このため、これまでの補助計画のように補助事業のみについて記載するのではなく、これらの事項について、地
域公共交通計画の各記載事項の中に溶け込ませた形で記載する必要。

補助系統について、公共交通の将来像や取組の方向性の中で位
置付けるべき事項があれば記載（幹線・支線の将来像や、コミュニティバス・
デマンド交通等に係る取組の方向性などを記載することを想定）

補助系統を含めるよう区域を設定。その際、幹線とフィーダーの位置
づけや役割を明示

地域公共交通計画全体の定量的な目標を設定（個別の補助系統に
関する目標は別紙に記載）

補助系統を明示するとともに、それぞれの事業内容や実施主体につ
いて記載。あわせて、車両の更新などの事業の方向性を記載。

毎年度、国が地域公共交通計画（補助関係部分+別紙）を認定。事業実施後、事業評価（自己評価・国による評価）を実施。

地域公共交通計画全体の定量的な目標に関する評価手法等に
ついて記載（個別の補助系統の目標に関する評価手法等は別紙に記載）
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見直し後の補助金執行について

現行
法定計画の有

無

経過措置期間
（改正法施行後３年程度を想

定）

経過措置期間終了
後

（令和７年度～）

補助計画 交付先 補助計画 交付先
補助計
画

交付先

幹線
生活交通確保維
持改善計画
（県単位）

乗合バス事業
者

県法定計画あり

県法定計画
又は
県生活交通確保維
持改善計画

県法定協議会
又は
乗合バス事業者

県法定計画

県法定協議会
又は
乗合バス事業
者

県法定計画なし
市町村法定計画
あり

県生活交通確保維
持改善計画
又は
市町村法定計画

市町村法定協議
会
又は
乗合バス事業者

市町村法定
計画

市町村法定協
議会
又は
乗合バス事業
者

県・市町村法定
計画なし

県生活交通確保維
持改善計画

乗合バス事業者 補助対象外

フィー
ダー

生活交通確保維
持改善計画
（市町村単位）

乗合バス事業
者、自家用有
償旅客運送者
又は
活性化法法定
協議会

市町村法定計画
あり

市町村法定計画
又は
生活交通確保維持
改善計画

市町村法定協議
会
又は
乗合バス事業者
等

市町村法定
計画

市町村法定
協議会

市町村法定計画
なし

生活交通確保維持
改善計画

乗合バス事業者
等

補助対象外
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（参考）交通政策審議会地域公共交通部会中間とりまとめ

３．課題・テーマ（解決の方向性）と「地域交通のオーバーホール」の具体策
(4) 計画の実効性確保及びサービスの持続性重視
地方公共団体を中心に、協議会方式により策定された計画については、利便性が高く、持続可能な地域交通の実現に向け、実効

性をもって取組の具体化を図る必要がある。また、公共交通確保・維持のための地方公共団体の負担が増加している中で、財政面も
含めサービスの持続性を重視して取り組むことが必要である。

【具体策③】「地域公共交通計画（仮称）」と乗合バス等の運行費補助の連動化等

現行の乗合バス等の運行費等への補助制度は、法定計画（網形成計画）の策定を補助要件として求めておらず、別途に補助金
交付要綱に基づく補助計画を策定することとしている。また、法定計画に定める具体的な内容については、各地域の判断に委ねられて
いる。実態としても、地域内フィーダー系統補助を受けている市町村のうち、法定計画を策定しているのは約半数にすぎない状況である。
真に公的負担による確保・維持が必要な路線等に対し、効果的・効率的な支援を実施していくためには、地域公共交通活性化再

生法の計画制度と補助制度を連動化し、鉄道を含む幹線と支線の役割分担など、地域の多様な旅客運送サービスを地域公共交通
計画（仮称）に位置づけ、原則として法定協議会に対し補助することで、地域の多様な関係者による連携・協働による計画的な取
組を支援することとするべきである。
これにより、地域公共交通計画（仮称）における定量的な目標設定や実施状況の分析・評価と相まって、地域の関係者による取

組の継続的な改善が期待される。なお、地域公共交通計画（仮称）の作成又は変更に当たっては、地域における課題整理等の準
備が必要であり、特に地域間幹線系統補助については、都道府県や複数の市町村等による調整が必要であることを踏まえ、補助の
要件とする同計画の策定までの猶予期間（経過措置）を設ける等の配慮が必要である。
また、(3)のとおり、郊外・過疎地等における移動手段を確保するためには、車両のダウンサイジングや運営効率化を進める必要があり、

そのためのインセンティブを補助制度等において設定することが重要である。

○交通政策審議会交通体系分科会地域公共交通部会 中間とりまとめ（令和２年１月）
「持続可能な地域旅客運送サービスの提供の確保に向けた新たな制度的枠組みに関する基本的な考え方
～地域交通のオーバーホール～」
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地域公共交通調査事業について

補助対象経費 補助率

地
域
公
共
交
通

計
画
策
定
事
業

（１）第２条第１項第七号イ及びロに掲げる計画の策定調査に係る事業（訪日外国人旅
行者を含む利用者の移動を円滑に行うための二次交通に関する調査を除く。）

・計画策定のための調査に要する費用（協議会開催等の事務費、地域のデータの収集・
分析の費用、住民・利用者アンケートの実施費用、専門家の招聘費用、モビリティマネジ
メントの実施等地域住民への啓発事業の費用、短期間の実証調査のための費用等）

単独 トライアル

１／２
（上限額５００万円）

１／２
（上限額、１，５００万円）

（※）

補
助
金

の
額

次に掲げる額のうち、いずれか少ない額とする。
（１）補助対象経費の実績額に、補助率を乗じて得た額
（２）補助金交付決定額

（３）補助対象経費から当該事業に係る収入に相当する額を控除した額に、補助率を乗じて得た額

（注）
１．補助対象経費には、土地の取得に要する費用を除く。
２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入れ控除の対象となる消費税相当分については、補助対象としないものとする。
また補助対象経費に係る消費税のうち、一部又は全部について仕入控除ができない場合は、その旨を記した理由書を申請書に添付し、補助対象経
費に係る消費税相当額も補助対象とするものとする。上記により消費税相当額を含めて補助対象経費とした場合は、様式第５－１４に当該補助対
象事業完了年度の消費税の確定申告書等を添付して提出するものとする。

３．（※）地域公共交通協働トライアル推進事業は、交通圏全体を見据えた持続可能な地域公共交通ネットワークの実現に向け、都道府県と複数の市
町村を構成員に含む活性化法法定協議会が主体となった協働による取組を行う事業であって、次に掲げる要件を満たすものをいう。この場合、補
助対象事業者は、都道府県及び複数の市町村を構成員に含む活性化法法定協議会に限る。
イ 地域公共交通計画に、地域旅客運送サービスについての利用者の数、収支、費用に係る国又は地方公共団体の支出の額に加え、広域移動手段の
確保、地域内交通と地域間交通との円滑な接続の確保等の観点からの目標値その他の定量的な目標値を記載すること。
ロ 交通圏全体で、利用者の利便性を向上し、効果的・効率的な地域公共交通ネットワークの実現を図るため、地域公共交通ネットワークの再構築
や、地方公共団体と交通事業者との役割分担の見直しについて検討し、地域公共交通計画に、路線等ごとの役割や運営のあり方を明確に記載する
こと。

■例年のスケジュール
１１月 事業量調査（要望調査）
３月 交付予定額の内示
４月 交付申請
５月 交付決定
※ 交付決定後、事業着手（コンサルとの契約等）
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